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1.  はじめに

　インターネットを通じて誰でも入手でき、自由に改変や再配布が認められ

ているデータを一般に「オープンデータ」と呼びます。インターネットの世

界において、オープンデータはいわば公共財としての役割を果たします。オー

プンデータの利用者は、著作物の二次利用にともなう複雑な権利関係に頭を

悩ますことなく、そのデータを活用した自由な研究開発や創作活動、あるい

は商業的活動に取り組むことができます。

　データのオープン化によってもたらされる利益は広く認識されており、行

政や学術など公共的性格の強い分野において、オープンデータの公開は着実

に根付きつつあります。歴史学を含む人文学研究の領域もその例外ではあり

ません。本章では、オープンデータとその関連概念について説明し、人文学

特に歴史学においてオープンデータの公開がもたらすさまざまな可能性につ

いて議論します。



060

2.  オープンデータ普及の背景

　オープンデータをめぐる今日の状況はさまざまな歴史的経緯の上に成り

立っていますが、「データへのアクセスを自由化する」考え方が最初に確立

したのは自然科学分野であるといわれます。天文学や地球惑星科学の分野

では、1957-58年の国際地球観測年にあたって世界資料センター（World Data 

Center/WDC）が設立されました［01］。この機関は世界中の研究機関や観測施

設から観測データを受け入れるとともに、研究者の求めに応じて（必要経費

を除き）無償でこれらのデータを提供するものです。その目的は、予見でき

ない災害などによるデータの逸失を防ぐこと、また特定の機関や国家によっ

て重要な科学研究データが専有されることを防ぐことにありました。

　科学研究のオープンデータ公開は、インターネットの発達と普及を通じて

さらに加速しました。データの公開とアクセスにかかるコストが劇的に削減

されたためです。1995年には、全米研究評議会（National Research Council）の

委員会により『科学データの完全かつオープンな交換について』［02］と題さ

れたレポートが刊行されました。このレポートは環境モニタリングの結果な

ど、観測範囲や影響範囲が地球全体にわたるデータの全世界的な共有を提唱

するもので、「オープンデータ」という用語の初出ともされます。2004年には、

OECD全加盟国の科学技術大臣が、公的助成を受けた科学研究による研究

データを原則オープン化する宣言に署名しました。

　オープンデータの公開は政府や地方自治体など行政分野においても活発で

す。行政のオープンデータ公開は「オープンガバメント」運動に強く影響さ

れたものです。オープンガバメントとは、市民にとって透明かつオープンな

政府を目指す政策指針であり、2009年に当時のオバマ米国大統領が公表し

た大統領メモによってその方針が明らかにされました［03］。このメモでは（1）

透明性、（2）市民参加、（3）官民連携の 3つを基本原則として、政府のオー

プン化の推進が提唱されています。その実現にあたっては行政データの積極

的公開が必要不可欠でした。オバマ大統領のメモを受け、早くも 2009年 5



chapter4　歴史データをひらくこと−オープンデータ− 061

月には米国政府のオープンデータを公開する Data.gov［04］が設立されました。

米国を除く各国政府もオープンガバメントの運動に追随し、日本では 2012

年に IT総合戦略本部が「電子行政オープンデータ戦略」［05］を策定しています。

　自然科学や行政分野のオープン化運動の強い影響を受け、文化学術機関に

おいてもオープンデータの公開は急速に普及しつつあります。とりわけ文化

資料を公開するデジタルアーカイブでは、特別な法的制約が存在しない限り

資料情報をオープンデータとして公開することが一般化しつつあります。

3.  ライセンス

　オープンデータは何らかの利用条件を明示して公開されますが、データご

とに逐一利用条件を設定していてはデータの提供者と利用者の双方に負担に

なります。そこで一般には政府や NPOなどの団体が策定した標準ライセン

スが使用されます。以下では、デジタルアーカイブやデータベースで利用さ

れることの多い代表的なライセンスについて説明します。

3.1.  クリエイティブ・コモンズ・ライセンス

　インターネット法の専門家ローレンス・レッシグらによって創設された非

営利組織クリエイティブ・コモンズ（Creative Commons/CC）によって提供され

るライセンスです［06］。電子データを含む著作物一般に適用することができ

ます。

　著作物の利用条件には、著作者のクレジット表示を求める「表示」（BY）、

営利目的での利用を禁じる「非営利」（NC）、改変を禁じる「改変禁止」（ND）、

派生著作物に同じ CCライセンスの付与を求める「継承」（SA）など 4種類

の条件が設定されています。これらの利用条件の組み合わせによって、6種

類の CCライセンスが定義されています。例えば「CC BY-SAライセンス」は、

著作者のクレジットを表示し、また著作物を改変した場合には同じ CCライ

センスで公開することを条件に、営利目的での二次利用も認めるものです。

CCライセンスはあくまで著作物の利用条件を明示化するもので、著作権の
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放棄とは異なることに注意が必要です。著作物に関するあらゆる権利を放棄

する際には、CC0という表示によってその意志を示す方法が用意されてい

ます［07］。なお、著作権を含む知的財産権が消滅し存在しない著作物の状態

を「パブリックドメイン（PD）」と呼びます。CC0は著作物をパブリックド

メインに置くことを宣言するものです。

　CCライセンスはWikipediaなどインターネット上のさまざまなプロジェ

クトで利用されており、一部の歴史資料デジタルアーカイブの利用規約にも

採用されています。ただし CCライセンスは著作者自身が著作物の利用条件
を明示化するためのライセンスです。文化学術施設が所蔵する（著作権が失

効した）歴史資料に CCライセンスを付与することについては、法的な意味

を疑問視する声もあります［08］。

3.2.  政府標準利用規約

　2014年に作成された、日本政府の府省のWebサイトの利用ルールを定め

る規約です［09］。出典の記載や第三者の権利を侵害しないこと、個別法令に

よる利用制約を遵守することなどを条件に、コンテンツを自由に利用、複製、

加工、再頒布することを認めています。第 1.0版では「公序良俗に反する利

用や国家・国民の安全に脅威を与える利用」の形態が禁止されていましたが、

条件が不明確でありデータ利用の萎縮を招くとして、2015年に改定された

第 2.0版ではこの条件が削除されました。第 2.0版で定められた利用規約は、

クリエイティブ・コモンズの表示ライセンス（CC BY）と互換性があること

が明記されています。

3.3.  Rights Statements

　CCライセンスは著作者自身が著作物のライセンス表示をするための仕組

みです。これに対して Rights Statementsは、インターネット上で公開される

資料の権利の所在のみを表記するための仕組みです［10］。文化学術施設が収

蔵する資料は、通常は当該施設ではなく第三者によって作成されたものです

から、資料の権利表示のための仕組みとしては CCライセンスよりも Rights 
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Statementsのほうが適している場合があります。

　Rights Statementsでは、資料の著作権が残存しているケースと失効してい

るケースの 2グループについて、合わせて 12種類の権利表記が定義されて

います。例えばNO COPYRIGHT - CONTRACTUAL RESTRICTIONS［11］は、「資

料に著作権は存在しないものの、利用にあたってはその他何らかの法的制約

が課されている」ことを明示するものです。

　Rights Statementsは欧州の統合デジタルアーカイブである Europeana［12］や

米国デジタル公共図書館（Digital Public Library of America/DPLA）［13］などですで

に採用されています。まだ日本国内での採用例は少数ですが、今後デジタル

アーカイブにおける権利表示の国際的標準として広く普及する可能性があり

ます。

4.  機械可読性

　ライセンスと並んでオープンデータの利用可能性を左右するのが機械可読

性です。データの価値を最大化するためには、人間が見て理解できるだけで

なく、「コンピューターによって容易に処理できる（機械可読性の高い）」形式

で公開することが重要です。例えば文書データを公開する際には、紙の文書

をスキャンした画像データを公開するよりも、全文検索が可能な PDFファ

イルとして公開したほうが利用は容易です。さらにテキストデータそのもの

も公開すれば、機械処理はさらに容易になります。

　こうした考え方に基づき、World Wide Webの発明者であるティム・バーナー

ズ＝リーは、オープンデータの公開形式を 5段階で評価する指標である「5

つ星スキーム」を提案しました（図 1）［14］。各段階が推奨する公開形式は次

のようなものです。 

★　（どんな形式でも良いので） あなたのデータをオープンライセンスで

Web上に公開しましょう

★★ データを構造化データとして公開しましょう （例：表のスキャン画像
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よりも Excel）

★★★ 非独占の形式を使いましょう （例：Excelよりも CSV）

★★★★ 物事を示すのにURIを使いましょう。そうすることで他の人々

があなたのデータにリンクすることができます

★★★★★ あなたのデータのコンテキストを提供するために他のデー

タへリンクしましょう

「5つ星スキーム」は、CSVのように特定のプラットフォームに依存せず、

また機械処理が容易なフォーマットでデータを公開することで、データの利

用可能性を最大化することを推奨しています。さらに URI （Universal Resource 

Identifier）を用いてほかのデータとの関係やコンテキストを記述することで、

データを Linked Dataとして公開することを勧めています。

　Linked DataはWeb上で構造化データを公開・共有するための技術群であ

り、URI（Universal Resource Identifier）や RDF（Resource Description Framework）など

のWeb標準技術を駆使して、Web上に公開されるさまざまなデータを相互

に「リンク」する仕組みです［15］。オープンライセンスのもとに公開される

Linked Dataは Linked Open Data（LOD）と呼ばれます。

図 1　5 つ星オープンデータの各段階
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5.  人文学資料のオープンデータ化がもたらす可能性

　すでに多くの文化学術機関が、自館が所蔵する資料をデジタル化し、イン

ターネット上でデジタルアーカイブやデータベースとして公開しています。

一部機関では、デジタル化した資料をオープンデータとして公開する取り組

みも進められています。公開されるデータには、古文書や絵図、写真などを

スキャンした画像データ、文学作品や歴史文献資料を翻
ほん

刻
こく

したテキストデー

タ、博物館資料や美術作品の目録情報などが含まれます。以下では、こうし

た人文学資料をオープンデータとして公開する意義について考えてみましょ

う。

5.1.  二次利用の促進

　人文学資料をオープン化する最大の意義のひとつは、資料の二次利用にか

かるさまざまな制約を解消することでしょう。1990年代から 2000年代にか

けて、各地の図書館や博物館、美術館において所蔵資料のデジタルアーカイ

ブ化が急ピッチで進められました。しかしながら公開資料を研究論文に引用

したりWebサイトに転載したりするためには、別途申請が必要となる場合

が少なくありませんでした。

　デジタル化した資料を明確なライセンス表記のもとオープンデータとして

公開することで、資料の利用にかかる煩雑な手続きを解消することができま

す。これはデータ提供者側の作業負荷を低減することにもつながります。

5.2.  マッシュアップによる価値創造

　オープンデータとして公開されたデータは、利用者が自由に加工し再配布

することができます。あるデータをほかのデータと組み合わせたり、利用者

が開発したソフトウエアにデータを組み込んだりすることも可能です。デー

タの組み合わせによって新しい価値を生み出す手法は「マッシュアップ」と

呼ばれ、オープンデータの活用手段として盛んに実践されています。

　歴史資料のオープンデータにもマッシュアップは有効です。歴史資料の目

録データやテキストデータベースには、歴史的な人物や団体、著作、事件な
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ど、さまざまな事項に関する情報が記述されています。これらの事項に関す

るオープンデータを組み合わせることで、歴史資料を立体的に捉える視覚化

が可能になるかもしれません。例えば人間文化研究機構は、歴史地名辞典や

明治期の地図をもとに作成した 30万件以上の座標情報付き地名データから

なる「歴史地名データ」を CC BYライセンスのもと公開しています［16］。こ

のデータセットを古文書や古記録など文献資料のテキストデータベースと

マッシュアップし、座標情報を地図上にプロットすることで、歴史記録の空

間的把握を容易にする可視化アプリケーションを開発するといった活用法が

考えられます。

5.3.  データ駆動型の人文学研究の促進

　従来型の人文学資料のデジタルアーカイブやデジタルライブラリーは、公

開資料の用途を「資料の閲覧・鑑賞」に限定するかたちで設計されてきまし

た。機械処理が容易なフォーマットでデータを提供することで、図書館や博

物館などのデータ提供者がこれまで想定してこなかった、新しい人文学資料

の活用法が生まれる可能性があります。

　人文学資料の新しい活用法として期待される手法のひとつが、統計的手法

や機械学習技術を駆使した「データ駆動型」の人文学研究です。例えば文学

研究の分野では、特定の作家／時代／地域／言語の文学作品群に対して自然

言語処理や統計処理を適用することで、個別作品の熟読からは導出が困難な

新しい知見が得られる可能性があります。このような手法は「遠読（distant 

reading）」と呼ばれ、文学研究の新しい手法として高い注目を受けています［17］。

遠読を駆使した研究には大量のテキストが必要となるため、過去の文学作品

のオープンデータ化は分野全体の発展に大きく影響します。

6.  歴史学・人文学分野のオープンデータ

　以下では、実際に日本国内で公開されている人文学資料のオープンデータ

をいくつか紹介します。
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▶国立国会図書館デジタルコレクション［18］

　国立国会図書館が所蔵しデジタル化した資料を公開するWeb上のコレク

ションです。文献や絵画をデジタルスキャンした画像資料のほかに、レコー

ドなどをデジタル化した音源資料も公開されています。著作権が失効したパ

ブリックドメイン資料は原則としてインターネット公開され、国立国会図書

館に申請することなく複製や再頒布も含めて自由に利用することができます。

さらに、国立国会図書館デジタルコレクション全体の書誌データなどのデー

タセットもオープンデータとして公開されています。

▶国立文化財機構 ColBase［19］

　2017年に公開された国立文化財機構の 4つの博物館（東京国立博物館、京都

国立博物館、奈良国立博物館、九州国立博物館）の所蔵品を横断的に検索するこ

とのできるシステムです（図 2）。資料の目録情報に加えてデジタル画像も閲

覧することができます。ColBaseの利用規約は政府標準利用規約第 2.0版に

図 2　ColBase
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準拠しており、出典を記載する限りにおいて商用目的も含めて自由にコンテ

ンツの複製や翻案が可能です。

▶歴史的典籍 NW 事業オープンデータセット［20］

　2014年度より、国文学研究資料館は「日本語の歴史的典籍の国際共同研

究ネットワーク構築計画（歴史的典籍 NW事業）」と題された大規模な研究事

業を実施しています。この事業では国文学研究資料館とその連携機関が所蔵

する約 30万点の古典籍資料のデジタル化が進められています。このデジタ

ル化資料の活用を図るため、国文研では古典籍に関わるデータをオープン

データとして公開しています。2016年 11月からは、情報・システム研究機

構に設立された人文学オープンデータ共同利用センター（CODH）と連携し

各種データセットの公開を進めています。

　2018年 12月時点では、古典籍 1,767点の画像データと書誌データなどを

公開する「日本古典籍データセット」、古典籍から採取した 3,999文字種の

字形データ 403,242文字からなる「日本古典籍くずし字データセット」、江

戸の料理本に書かれたレシピを現代語訳も含めてまとめた「江戸料理レシピ

データセット」などが公開されています。データセットのラインセンスには

多くの場合クリエイティブ・コモンズ 表示 - 継承 4.0 国際 ライセンス（CC 

BY-SA）が用いられています。

▶国立歴史民俗博物館 khirin［21］

　国立歴史民俗博物館が公開する歴史・民俗・考古学資料のデータベースで

す（図 3）。同館が推し進める「総合資料学の創成と日本歴史資料の共同利用

基盤構築」事業の一環として開発・運営されています。2018年 12月時点で

は、国立歴史民俗博物館の館蔵資料のほか、歴史民俗調査カード（1970年代

に文化庁が作成した文化財の調査カード）、千葉大学所蔵町
まち

野
の

家
け

文
もん

書
じょ

などが公開

されています。khirinの利用規約は政府標準利用規約第 2.0版に準拠してお

り、特に断りがない場合は出典を明記するだけで自由に利用することが可能

です。一部資料については、目録情報だけでなく画像データも IIIF（International 
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Image Interoperability Framework）のフォーマットで提供されています。

▶人文学オープンデータ共同利用センター［22］

　2017年に設立された情報・システム研究機構データサイエンス共同利用

基盤施設人文学オープンデータセンター（Center for Open Data in the Humanities / 

CODH）は、情報学・統計学の技術を駆使した人文学データのアクセス改善や、

データ駆動型の人文学研究、超学際的な人文学研究の実現などを目的とした

組織です。

　CODHは前述の歴史的典籍 NW事業にあたって国文学研究資料館と連携

しており、日本古典籍データセットや日本古典籍くずし字データセット（図 4）

はCODHから公開されています。2018年 12月には、日本古典籍くずし字デー

タセットを加工し、機械学習分野で著名なMNISTデータセット互換のくず

し字データセット KMNIST［23］を公開しました。KMNISTは機械学習研究者

から高い注目を集めており、くずし字の自動認識の実現につながることが期

図 3　国立歴史民俗博物館 khirin
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待されています。また CODHでは『武
ぶ

鑑
かん

全
ぜん

集
しゅう

』や『近代雑誌データセット』

など、さまざまな人文学資料を機械処理が容易な形式で公開しています。

▶京都府立京都学・歴彩館 東寺百合文書 WEB［24］

　京都府立京都学・歴彩館（旧京都府立総合資料館）は、同館のWeb サービス

「東
とう

寺
じ

百
ひゃく

合
ごう

文
もん

書
じょ

WEB」にて東寺百合文書のデジタル画像をオンライン配信

しています。東寺百合文書は京都・東寺に伝えられた約 2.5 万点の古文書群

であり、東寺と関係のあった有力な荘園の経営に関する文書や寺内会議の議

事録などを大量に含むことから、中世日本史研究における第一級史料とみな

されています。東寺百合文書WEB ではこれらの文書のデジタルスキャン画

像に加えて書誌データや翻刻データ（一部資料のみ）を公開しています。公

開データは CC-BY ライセンスにて利用することができます。東寺百合文書

ほどの規模と重要性を有した日本史史料がオープンデータとして公開された

事例はほかになく、2014 年の公開時には大きな反響がありました。

▶愛知県美術館コレクション［25］

図 4　日本古典籍くずし字データセット
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　愛知県美術館は 2018年 11月に同館が所蔵する 1,200件超のコレクション

画像をパブリックドメインのコンテンツとして公開しました。日本国外では

メトロポリタン美術館やシカゴ美術館といった大規模美術館がすでにパブ

リックドメイン化した所蔵作品を公開していますが、日本では非常に先進的

な事例といえます。パブリックドメイン化した作品は CCライセンスで公開

される著作物と異なり、転載にあたって所蔵元のクレジット表記が必要あり

ません。愛知県美術館では「公開画像利用時のお願い」として、同館のクレ

ジット表記に協力を求めています。

7.  オープンデータの普及に向けた諸課題

　日本国内でも、文化学術機関による人文学資料のオープンデータ化は一般

化しつつあります。しかし研究者や研究グループによるオープンデータの公

開事例はほとんどありません。歴史学を含む人文学の研究では、資料目録や

翻刻テキストなど多種多様なデータが生まれます。そうしたデータが研究者

個人や研究室の PCに「死蔵」されているケースも少なくありません。以下

では、研究者レベルでのオープンデータ公開の障害となる要因について考え

てみます。

7.1.  評価の問題

　人文学における研究成果の発表方法の主流は、今もって学会あるいは出版

社を通じた紙媒体での出版です。研究上のデータを電子化しWeb上で公開

しても、それが業績として評価の対象になることは少なく、そのために研究

者が労を取って研究データのオープン化に取り組むモチベーションが生じに

くいという構造があります。他方で紙媒体での出版は紙数の制限を受けると

ともに、機械的な情報の加工や探索に適しておらず、Webの利用が浸透した

今日においては必ずしも最適な研究成果の公開方法とはいえません。

　人文学研究者が研究の過程で生み出した公共性・再利用性の高い研究デー

タのオープン化を促すためには、データ公開を研究者の業績として適切に評
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価する仕組みが必要です。自然科学分野では、「データジャーナル」がこう

したデータを評価する仕組みとして期待されています。データジャーナルと

は、研究成果発表の場である通常の論文誌とは異なり、重要度の高い基礎的

な研究データの共有と再利用を目的として主にオンラインで刊行される学術

雑誌です。投稿される研究データは、各ジャーナルの求めるデータの記述様

式（データディスクリプター）を満たす品質の高いデータであるかどうか査読

による評定を受け、適切なメタデータを付与された上で CC BYなどのライ

センスで公開されます。2014年には、ネイチャー・パブリッシング・グルー

プによるデータジャーナル “Scientific Data”が創刊されました。

　人文学分野では、2015年に創刊された日本デジタル・ヒューマニティー

ズ学会の学会誌 Journal of the Japanese Association for Digital Humanitiesが、通

常の論文と並んで人文学データセットの投稿を受け付けることを表明してい

ます［26］。今後、有用な人文学データのオープン化事例が増加していくこと

が期待されます。

7.2.  出版文化との衝突

　人文学の基礎資料の編纂と出版は、これまで出版社の力に依拠してきまし

た。例えば日本史・国文学分野の最重要基礎資料である『国書総目録』は、

昭和期に岩波書店によって発行された目録です。このため出版社の意向が人

文学資料のオープン化の障害になる場合があります。

　2013年に、かねて「近代デジタルライブラリー」（国立国会図書館が公開し

ていた近代資料のデジタルコレクション。2014年に国立国会図書館デジタルコレク

ションに統合）上で公開されていた『大
たい

正
しょう

新
しん

脩
しゅう

大
だい

蔵
ぞう

経
きょう

』および『南
なん

伝
でん

大
だい

蔵
ぞう

経
きょう

』が、一般社団法人日本出版者協議会（出版協）の抗議を受けて一時的に

公開が停止されたことがありました。この抗議は、上記の書籍が仏教出版社

の大蔵出版により現在も刊行、販売されており、国立国会図書館によるデジ

タル公開によって同社の事業が損害を被っているという内容のものでした。

両書の著作権はすでに消滅していましたが、最終的に国立国会図書館は出版
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社側に配慮し、『南伝大蔵経』のインターネット公開を当面の間停止すると

いう措置を下しています［27］。

　研究書や史料集の刊行を通じて、出版社は日本の人文学研究を長年にわた

り支えてきました。しかしながら出版社が人文学の基礎資料を抱え込んでい

るために、そのオープンデータ化が遅々として進まないという皮肉な構図が

あります。この課題については研究者側と出版社側が協議を重ねていく必要

があるでしょう。

8.  おわりに

　本章では、人文学領域におけるオープンデータ普及の背景、意義、現状、

今後の課題について概説的に論じました。自然科学や情報学の分野と比較す

ると、人文学領域におけるオープンデータ公開の取り組みは活発であるとは

いえません。しかし同時に今後の可能性を秘めた分野であるともいえます。

　歴史を振り返っても、人文学は時代に合わせて研究データの共有・公開手

法を進歩させてきました。例えば江戸時代の国学者・塙
はなわ

保
ほ

己
き

一
いち

は、貴重な

古典籍の散逸と国学の衰退を恐れ、古代から近世に書かれた重要文献を集書

し、一大叢書として刊行する事業に取り組みました。塙の事業は三十余年を

かけて『群
ぐん

書
しょ

類
るい

従
じゅう

』として結実し、その後の国文学および史学研究の発展

に大きく貢献したことは広く知られています。『群書類従』の編纂は、写
しゃ

本
ほん

というかたちで閉じられていた古典の世界を、出版によって「オープン化」

する企てであったといえるでしょう。今後、人文学の諸分野においてオープ

ンデータについての活発な議論が起こることが期待されます。
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